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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第36期
第３四半期
連結累計期間

第36期
第３四半期
連結会計期間

第35期

会計期間

自　平成21年
　　３月１日
至　平成21年
　　11月30日

自　平成21年
　　９月１日
至　平成21年
　　11月30日

自　平成20年
　　３月１日
至　平成21年
　　２月28日

売上高 (千円) 23,046,1226,988,53532,408,634

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) 345,989 13,571△142,548

四半期純利益又は四半
期(当期)純損失(△)

(千円) 128,357△13,056△319,591

純資産額 (千円) ― 3,977,1583,814,617

総資産額 (千円) ― 27,849,94428,377,231

１株当たり純資産額 (円) ― 268.65 257.67

１株当たり四半期純利
益金額又は四半期
(当期)純損失金額(△)

(円) 8.67 △0.88 △21.59

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 14.28 13.44

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 732,802 ― 923,335

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 173,172 ― 96,148

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,085,967 ― △1,223,609

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― 1,208,2651,388,258

従業員数 (名) ― 399 408

(注) １　売上高には、消費税及び地方消費税(以下消費税等とする)は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。ま

た、平成21年２月期及び平成22年２月期第３四半期連結会計期間は１株当たり四半期(当期)純損失であり、ま

た、潜在株式がないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成21年11月30日現在

従業員数(名)
399
(100)

(注) １　従業員数には、準社員(256名)及び定時社員（パートタイマー）は含んでおりません。

２　従業員欄の（外書）は、臨時従業員の当第３四半期連結会計期間の平均雇用人数（１人１日８時間換算）であ

ります。

　

　

(2) 提出会社の状況

　 平成21年11月30日現在

従業員数(名)
397
(94)

(注) １　従業員数には、準社員(248名)及び定時社員（パートタイマー）は含んでおりません。

２　従業員欄の（外書）は、臨時従業員の当第３四半期会計期間の平均雇用人数（１人１日８時間換算）でありま

す。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 商品仕入実績

当第３四半期連結会計期間における商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとお

りであります。
　

事業の種類別セグメントの名称 商品仕入高(千円)

ホームセンター 3,714,287

WILD－１ 967,767

不動産賃貸 ―

その他 732,943

小計 5,414,998

消去 △372

合計 5,414,626

(注) １　事業の種類別セグメントごとの各構成内容は、次のとおりであります。

　(1)　ホームセンター事業……………（ＤＩＹ用品、家庭用品、カー・レジャー用品、文具、食品等）

　(2)　WILD－１事業……………………（アウトドア用品）

　(3)　不動産賃貸事業…………………（不動産賃貸等）

　(4)　その他の事業……………………（業務用食材等、リサイクル商品、飲食店）

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売実績(千円)

ホームセンター 4,685,046

WILD－１ 1,344,944

不動産賃貸 266,159

その他 1,054,183

小計 7,350,334

消去 △14,892

合計 7,335,442

(注) １　事業の種類別セグメントごとの各構成内容は、「(1)商品仕入実績」をご参照ください。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

EDINET提出書類

株式会社カンセキ(E03179)

四半期報告書

 4/25



３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

４ 【財政状態及び経営成績の分析】

　

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が

判断したものであります。

　

(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間（平成21年９月１日から平成21年11月30日）におけるわが国経済は、世界

的な景気後退の影響の中、政策的な景気浮揚策により一部で回復の兆しが見受けられるものの、急激な円

高、物価の下落などの影響を受け、企業の収益環境は厳しさを増しております。依然として雇用情勢や所

得環境の先行きの不透明感を拭うことはできず、個人消費は低迷しております。

　このような状況の下、主力事業であるホームセンター事業は、同業種、異業種ともに価格競争による低価

格化が一段と増しており、経営環境はさらに厳しい状況であります。暖冬の影響により植物園芸、素材塗

料が好調に推移しましたが、季節商品の中心である暖房用品などの冬物商材の売上が前年と比較して減

少しております。その結果、ホームセンター事業における第３四半期会計期間売上高は前年を下回ること

となりましたが、粗利益率向上への取組みによる改善が進み、前年同期累計比で0.7％粗利益率の改善を

図ることができ、経費削減効果もあり営業利益では前年を上回っております。

　なお、11月23日に西那須野店（栃木県那須塩原市）を閉店いたしました。閉店後賃貸店舗として活用い

たします。これによりホームセンター事業の店舗数は28店舗になりました。

　WILD－１事業においては、休日の増加（シルバーウィーク）やトレッキング需要の高まり等の好影響を

受け、第３四半期会計期間を通して業績は堅調に推移いたしましたが、暖冬傾向による影響もあり冬物衣

料の販売が鈍化しております。今期は、キャンプ用品等の新コーナー設置による売り場の活性化を図って

おり、その効果が売上に反映され、前年と比較して客単価が上がっております。しかしながら、客数は微減

しており、今後は、WILD－１会員の新規獲得及び既存会員様への来店動機付けとなる施策を図り客数の増

加を目指します。

　WILD－１事業の営業収益及び営業利益ともに計画通りに推移しております。

　その他事業の中で、第３四半期会計期間におけるオフハウス店舗は、買取を強化し品揃えを充実するこ

とにより、販売力の強化を図りました。昨年と比較して来店客数が増加傾向にあります。売上、利益ともに

計画通り推移しております。

　業務スーパー店舗においては、業務需要のほかに一般のお客様の増加が見られ、全店で来店客が増加し

ております。エブリデーロープライスのコンセプトが、お客様の支持を得て売上、利益ともに順調に推移

しております。

　不動産賃貸事業につきましても計画通り安定した利益を上げております。

　

このような状況を受け、当社グループにおける第３四半期連結会計期間は、売上高69億88百万円となりま

した。粗利益率の向上並びに販売費及び一般管理費の経費削減効果もあり営業利益は97百万円、経常利益

は13百万円となりました。特別損失として閉鎖損失５百万円を計上したことにより四半期純損失13百万

円を計上しましたが、前年同四半期と比較し営業利益、経常利益において大幅に改善いたしました。
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(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、278億49百万円となり、前連結会計年度末に比べ５億

27百万円減少となりました。冬物商材の仕入による商品在庫の増加１億42百万円の増加要因に対し、借入

金の返済等により現金及び預金が１億79百万円減少したこと、減価償却等により有形固定資産が２億25

百万円減少したこと及び保証金・敷金が返還により２億23百万円減少したこと等の減少要因によるもの

であります。

　負債は、238億72百万円となり、前連結会計年度末に比べ６億89百万円減少となりました。主な要因とし

ては、冬物商材の仕入による支払手形及び買掛金の増加１億66百万円及び未払法人税等の増加93百万円

の増加要因に対し、借入金の返済により、長期借入金が９億80百万円減少したことによるものでありま

す。

　純資産は、39億77百万円となり、前連結会計年度末に比べ１億62百万円増加となりました。主な要因とし

ては、当第３四半期連結累計期間において四半期純利益１億28百万円を計上したこと、株価回復によりそ

の他有価証券評価差額金が34百万円増加したことによるものであります。この結果、当第３四半期連結会

計期間末における自己資本比率は14.3％となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、12億８百万円

となりました。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期連結会計期間において営業活動の結果使用した資金は、３億18百万円となりました。主

な要因としては、減価償却費１億24百万円、税金等調整前四半期純利益７百万円の増加要因に対し、た

な卸資産の増加額３億91百万円、売上債権の増加額29百万円、仕入債務の減少額17百万円の減少要因に

より資金を使用したことによるものであります。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期連結会計期間において投資活動の結果得られた資金は、75百万円となりました。主な要

因としては、有形固定資産の取得による支出２百万円、無形固定資産の取得による支出２百万円、預り

保証金の返還による支出９百万円の支出要因に対し、敷金及び保証金の回収による収入88百万円、預り

保証金の受入による収入２百万円の増加要因により資金が得られたことによるものであります。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期連結会計期間において財務活動の結果得られた資金は、２億17百万円となりました。主

な要因としては、短期借入金の純増加額５億90百万円、長期借入金の返済による支出３億40百万円、社

債の償還による支出25百万円によるものであります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設

について、完了予定年月が次のように変更となりました。

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

投資予定額(千円)
資金調達
方法

着手年月
完了予定
年月

売場面積
総額 既契約額

提出
会社

本社
(栃木県宇
都宮市)

ホームセン
ター事業

スマイル
カードシ
ステム

210,000139,499
ファイナ
ン ス ・
リース

平成21年
３月

平成21年
12月

―

(注)　上記の金額は現金購入価額相当額であり、消費税等は含まれておりません。

　

また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 51,000,000

計 51,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年11月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年１月13日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 16,100,00016,100,000ジャスダック証券取引所
単元株式数
1,000株

計 16,100,00016,100,000 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年11月30日 ― 16,100 ― 1,926 ― 1,864

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日(平成21年８月31日)に基づく株主名簿による記載をし

ております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成21年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式    1,295,000
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式   14,801,000 14,801 ―

単元未満株式 普通株式        4,000― ―

発行済株式総数 16,100,000 ― ―

総株主の議決権 ― 14,801 ―

　

② 【自己株式等】

　 　 平成21年８月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社カンセキ

栃木県宇都宮市西川田本
町３丁目１番１号

1,295,000 ― 1,295,0008.04

計 ― 1,295,000 ― 1,295,0008.04
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

最高(円) 108 106 105 102 175 119 107 139 106

最低(円) 91 95 97 93 98 105 98 94 95

(注)　最高・最低株価はジャスダック証券取引所におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

(1) 新任役員

該当事項はありません。

　

(2) 退任役員

該当事項はありません。

　

(3) 役職の異動

　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

常務取締役
経営企画部長

取締役
営業副本部長兼
WILD－１事業部長

星　一成 平成21年10月１日

取締役
店舗開発部長兼
開発管理課長

取締役
経営企画部長

田口　孝好 平成21年10月１日

取締役
管理部長

取締役
管理部長兼
会計課長

高橋　利明 平成21年10月１日
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間(平成21年９月１

日から平成21年11月30日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成21年３月１日から平成21年11月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年11月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,270,773 1,450,766

売掛金 193,835 138,668

商品 4,578,575 4,435,677

その他 576,945 704,988

貸倒引当金 △2,474 △2,724

流動資産合計 6,617,655 6,727,376

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 4,941,294 5,232,451

土地 11,633,034 11,633,034

その他（純額） 197,136 131,632

有形固定資産合計 ※1
 16,771,465

※1
 16,997,118

無形固定資産 782,422 769,790

投資その他の資産

敷金及び保証金 3,370,895 3,594,810

その他 317,399 299,057

貸倒引当金 △10,085 △11,173

投資その他の資産合計 3,678,209 3,882,694

固定資産合計 21,232,096 21,649,603

繰延資産 193 251

資産合計 27,849,944 28,377,231
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(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年11月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年２月28日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,055,433 ※2
 3,888,986

短期借入金 7,010,010 7,020,860

1年内償還予定の社債 106,000 106,000

未払法人税等 113,136 19,250

ポイント引当金 89,707 96,021

その他 452,102 ※2
 569,786

流動負債合計 11,826,388 11,700,904

固定負債

社債 53,000 131,000

長期借入金 9,816,049 10,796,702

退職給付引当金 1,017,239 931,792

役員退職慰労引当金 28,340 28,340

長期預り敷金保証金 1,013,623 967,598

その他 118,145 6,276

固定負債合計 12,046,397 12,861,709

負債合計 23,872,786 24,562,613

純資産の部

株主資本

資本金 1,926,000 1,926,000

資本剰余金 1,864,000 1,864,000

利益剰余金 422,289 293,931

自己株式 △232,317 △232,317

株主資本合計 3,979,972 3,851,614

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △2,813 △37,742

繰延ヘッジ損益 － 746

評価・換算差額等合計 △2,813 △36,996

純資産合計 3,977,158 3,814,617

負債純資産合計 27,849,944 28,377,231

EDINET提出書類

株式会社カンセキ(E03179)

四半期報告書

13/25



(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年３月１日
　至 平成21年11月30日)

売上高 23,046,122

売上原価 16,610,092

売上総利益 6,436,030

営業収入 1,058,333

営業総利益 7,494,363

販売費及び一般管理費 ※
 6,827,883

営業利益 666,480

営業外収益

受取利息 2,687

受取配当金 2,593

受取保険金 15,872

その他 4,381

営業外収益合計 25,534

営業外費用

支払利息 344,711

その他 1,313

営業外費用合計 346,025

経常利益 345,989

特別利益

賃貸借契約解約益 3,000

投資有価証券売却益 100

特別利益合計 3,100

特別損失

たな卸資産評価損 84,712

固定資産除売却損 2,945

賃貸借契約解約損 1,041

投資有価証券評価損 21,122

店舗閉鎖損失 5,582

特別損失合計 115,404

税金等調整前四半期純利益 233,685

法人税、住民税及び事業税 105,327

法人税等合計 105,327

四半期純利益 128,357
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【第３四半期連結会計期間】
(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年９月１日
　至 平成21年11月30日)

売上高 6,988,535

売上原価 5,024,774

売上総利益 1,963,760

営業収入 346,906

営業総利益 2,310,667

販売費及び一般管理費 ※
 2,213,139

営業利益 97,528

営業外収益

受取利息 1,186

受取配当金 157

受取保険金 7,074

その他 840

営業外収益合計 9,259

営業外費用

支払利息 92,763

その他 452

営業外費用合計 93,215

経常利益 13,571

特別損失

固定資産除売却損 346

店舗閉鎖損失 5,582

特別損失合計 5,929

税金等調整前四半期純利益 7,642

法人税、住民税及び事業税 20,699

法人税等合計 20,699

四半期純損失（△） △13,056
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年３月１日
　至 平成21年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 233,685

減価償却費 367,006

支払利息 344,711

たな卸資産の増減額（△は増加） △144,256

売上債権の増減額（△は増加） △55,218

仕入債務の増減額（△は減少） 166,446

その他 165,959

小計 1,078,335

利息及び配当金の受取額 5,280

利息の支払額 △338,839

法人税等の支払額 △11,974

営業活動によるキャッシュ・フロー 732,802

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △107,455

無形固定資産の取得による支出 △18,725

敷金及び保証金の差入による支出 △18,999

敷金及び保証金の回収による収入 270,084

預り保証金の返還による支出 △30,860

預り保証金の受入による収入 79,095

その他 32

投資活動によるキャッシュ・フロー 173,172

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 67,750

長期借入金の返済による支出 △1,059,253

社債の償還による支出 △78,000

その他 △16,464

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,085,967

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △179,993

現金及び現金同等物の期首残高 1,388,258

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,208,265

EDINET提出書類

株式会社カンセキ(E03179)

四半期報告書

16/25



【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年３月１日　至　平成21年11月30日)

会計処理基準に関する事項の変更

 

(1) 棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

　当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から平成18年７月５日公表の「棚卸資産の評価に関する会計基

準」(企業会計基準委員会　企業会計基準第９号)を適用し、評価基準については、売価還元原価法から売価還元

原価法（収益性の低下による簿価の切下げの方法）に変更しております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の売上総利益、営業利益及び経常利益

が37,132千円、税金等調整前四半期純利益が121,844千円それぞれ減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

 

(2) リース取引に関する会計基準の適用

　当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から平成19年３月30日改正の「リース取引に関する会計基準」

（企業会計基準委員会　企業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会　企業会計基準適用指針第16号）を早期に適用し、所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理から通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更し、

リース資産として計上しております。

　また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法に

よっております。

　なお、リース取引開始日が平成21年２月28日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。

　これに伴う損益に与える影響は軽微であります。

 

　

【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年３月１日　至　平成21年11月30日)

１　棚卸資産の評価方法

　当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、第２四半期連結会計期間末の実

地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。

 

２　固定資産の減価償却費の算定方法

　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法に

よっております。

 

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間(自　平成21年３月１日　至　平成21年11月30日)

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年11月30日)

前連結会計年度末
(平成21年２月28日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額

10,705,229千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

10,398,303千円

※２　　　　　　　　――――――

 

※２　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理しております。

　なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であっ

たため、次の期末日満期手形が、期末残高に含まれて

おります。

支払手形 193,571千円

設備等支払手形 514千円

 

　

(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年３月１日 
  至　平成21年11月30日)

※　販売費及び一般管理費の主なもの

　項目 金額

　給与手当 2,254,991千円

　退職給付費用 253,750 〃

　地代家賃 1,690,338 〃

　その他 2,628,803 〃

　合　計 6,827,883 〃

 
　

第３四半期連結会計期間

　
当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年９月１日 
  至　平成21年11月30日)

※　販売費及び一般管理費の主なもの

　項目 金額

　給与手当 740,543千円

　退職給付費用 83,635 〃

　地代家賃 560,197 〃

　その他 828,762 〃

　合　計 2,213,139 〃
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年３月１日 
  至　平成21年11月30日)

※　現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間末

残高と当第３四半期連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係（平成21年11月30日現在）

 

現金及び預金 1,270,773千円

預入期間が３か月を越える

定期預金
62,508 〃

現金及び現金同等物 1,208,265 〃
　
　

(株主資本等関係)

　
当第３四半期連結会計期間末(平成21年11月30日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成21年３月１日　

至　平成21年11月30日)

　

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 16,100,000

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 1,295,800

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

該当事項はありません。

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　
５　株主資本の著しい変動に関する事項

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年９月１日　至　平成21年11月30日)

　
ホームセンター

（千円）

WILD－１

（千円）

不動産賃貸

（千円）

その他

（千円）

計

（千円）

消去又は全社

（千円）

連結

（千円）

営業収益 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する

　　　営業収益
4,684,7851,344,944251,9001,053,8117,335,442 ― 7,335,442

　(2) セグメント間の

　　　内部営業収益又は

　　　振替高

261 ― 14,259 372 14,892 (14,892) ―

計 4,685,0461,344,944266,1591,054,1837,350,334(14,892)7,335,442

営業利益 62,837 86,781 38,508 45,995 234,123(136,595)97,528

(注) １　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分の主な商品等

　(1)　ホームセンター事業……………（ＤＩＹ用品、家庭用品、カー・レジャー用品、文具、食品等）

　(2)　WILD－１事業……………………（アウトドア用品）

　(3)　不動産賃貸事業…………………（不動産賃貸等）

　(4)　その他の事業……………………（業務用食材等、リサイクル商品、飲食店）

３　会計処理方法の変更

（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から平成18年７月５日公表の「棚卸資産の評価に関する会計基

準」(企業会計基準委員会　企業会計基準第９号)を適用し、評価基準については、売価還元原価法から売価還

元原価法（収益性の低下による簿価の切下げの方法）に変更しております。

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成21年３月１日　至　平成21年11月30日)

　
ホームセンター

（千円）

WILD－１

（千円）

不動産賃貸

（千円）

その他

（千円）

計

（千円）

消去又は全社

（千円）

連結

（千円）

営業収益 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する

　　　営業収益
15,995,2894,176,396760,1933,172,57624,104,456 ― 24,104,456

　(2) セグメント間の

　　　内部営業収益又は

　　　振替高

674 ― 43,712 1,493 45,880 (45,880) ―

計 15,995,9634,176,396803,9053,174,07024,150,336(45,880)24,104,456

営業利益 561,856282,325113,525140,3691,098,076(431,596)666,480

(注) １　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分の主な商品等

　(1)　ホームセンター事業……………（ＤＩＹ用品、家庭用品、カー・レジャー用品、文具、食品等）

　(2)　WILD－１事業……………………（アウトドア用品）

　(3)　不動産賃貸事業…………………（不動産賃貸等）

　(4)　その他の事業……………………（業務用食材等、リサイクル商品、飲食店）

３　会計処理方法の変更

（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から平成18年７月５日公表の「棚卸資産の評価に関する会計基

準」(企業会計基準委員会　企業会計基準第９号)を適用し、評価基準については、売価還元原価法から売価還

元原価法（収益性の低下による簿価の切下げの方法）に変更しております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の売上総利益及び営業利益はホー

ムセンター事業が27,896千円、WILD－１事業が6,675千円、その他の事業が2,560千円それぞれ減少しておりま

す。
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【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年９月１日　至　平成21年11月30日)

在外連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成21年３月１日　至　平成21年11月30日)

在外連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年９月１日　至　平成21年11月30日)

海外売上高がないため、該当事項はありません。

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成21年３月１日　至　平成21年11月30日)

海外売上高がないため、該当事項はありません。

　

　

(有価証券関係)

当社グループの所有する有価証券は、企業集団の事業の運営において重要なものではありません。

　

(デリバティブ取引関係)

当社グループの行っておりますデリバティブ取引は、企業集団の事業の運営において重要なもので

はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

当社グループは、ストック・オプションを発行しておりませんので、該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年11月30日)

前連結会計年度末
(平成21年２月28日)

　 　

　 268.65円
　

　 　

　 257.67円
　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第３四半期
連結会計期間末
(平成21年11月30日)

前連結会計年度末
(平成21年２月28日)

純資産の部の合計額(千円) 3,977,158 3,814,617

普通株式に係る純資産額(千円) 3,977,158 3,814,617

普通株式の発行済株式数(千株) 16,100 16,100

普通株式の自己株式数(千株) 1,295 1,295

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(千株)

14,804 14,804

　

２　１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額

第３四半期連結累計期間

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年３月１日 
  至　平成21年11月30日)

１株当たり四半期純利益金額 8.67円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式がないため記載しておりません。
 

 

(注)　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年３月１日 
  至　平成21年11月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 128,357

普通株式に係る四半期純利益(千円) 128,357

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 14,804

　

第３四半期連結会計期間

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年９月１日 
  至　平成21年11月30日)

１株当たり四半期純損失金額(△) △0.88円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株

式がないため記載しておりません。
 

 

(注)　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

項目
当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年９月１日 
  至　平成21年11月30日)

四半期連結損益計算書上の
四半期純損失(△)(千円)

△13,056

普通株式に係る四半期純損失(△)(千円) △13,056

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 14,804
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、平成21年２月28日までの連結会計年度に属する取

引について、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っており、当四半期連結会計期間末におけ

るリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。

　

２【その他】

　

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成２２年１月１３日

株 式 会 社　カ　ン　セ　キ

取　締　役　会　　御　中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　鈴　木　真一郎　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　大　和　哲　夫　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社カンセキの平成２１年３月１日から平成２２年２月２８日までの連結会計年度の

第３四半期連結会計期間（平成２１年９月１日から平成２１年１１月３０日まで）及び第３四半

期連結累計期間（平成２１年３月１日から平成２１年１１月３０日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有

する者等に対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、

我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の

監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一

般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社カンセキ及び連結

子会社の平成２１年１１月３０日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間

及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの

状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。

　

以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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